
首都直下地震に特有な社会的・政策的ニー
ズを満たす方策の検討 

2012.02.24 

平成23年度 第4回成果発表会 

大分大学教育福祉科学部 准教授 山崎栄一 
京都大学防災研究所 教授 林春男 
新潟大学危機管理室 教授 田村圭子 

効果的な行政対応態勢の確立：効果的な研修・訓練システムの確立 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 1 
首都直下地震に特有な社会的・政策的ニーズを満たす方策の検討 2012.02.24 

効果的な行政対応態勢の確立：効果的な研修・訓練システムの確立 
 

法学者 

既存災害の 
対応をした方 

首都直下の 
対応をする方 

これらの項目が
法令等で規定 

情報 

実施 

計画 

組織 

財源 

不安 苦労 

懸念 提言 

チームの目標 

枠組みに対するインパクト・ストレス 

 首都直下地震が現行の
防災政策の枠組みに対し
どのようなインパクト・
ストレスをもたらすのか

を分析する 
↓ 

 枠組みに限界が来てい
ることの現実性を明らか
にし、どのような対策を
講じることが好ましいの

かをアピール 

枠組み
の動揺 

権限 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 2 
首都直下地震に特有な社会的・政策的ニーズを満たす方策の検討 2012.02.24 

効果的な行政対応態勢の確立：効果的な研修・訓練システムの確立 

既存災害の対応（2010） 

既存災害の対応
をした方 

不安 苦労 

懸念 提言 

既存災害の対応を
担当職員からインタ
ビューすることで首
都直下地震に向け
ての課題を抽出 

初期対応 
災害対応 

2010.10.8 2010.11.26 2010.1.28 
 （計3回 3人） 
いずれも、当時実務リーダーレベル 
の職員で活躍をした方を招へい 

• 防災監・危機管理責任者を行政組織法上
設置を明確化する 

• 市町村合併による防災体制弱体化につい
ては、都道府県に管内の市町村への防災
体制の指導権限を 

阪神・淡路大震災―初期対応 

• 政令市であるがゆえの固有の問題 災害
救助法の運用 

• 災害対応を、47（都道府県）＋19（政令
市）＝66できないのか？ 

阪神・淡路大震災―被災者支援・災害復興 

• 国―都道府県―市町村の関係 
• 相互協力 調整 指示 についての法的
根拠は？ 

新潟県中越沖地震―災害対応 

２０１０年度 

政策検討会の実施 

被災者支援 
災害復興 
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法学者の提言（2011） 
２０１０．３．１１ 

法学者 

懸念 

提言 

法学者を招き、首都直下
地震（東日本大震災）が
現行の防災政策の枠組
みに対してどのようなイン
パクト・ストレスをもたらす
のかを分析、課題を抽出 

政策検討会の実施 

2011.5.18 
 中央大学総合政策学部教授 阿部泰隆〔行政法〕 
2011.11.24 
 慶応大学法学部教授 小山剛〔憲法〕 
2012.1.26 
 東北大学法学部名誉教授 生田長人〔行政法〕 
 名古屋大学法科大学院教授 下山憲治〔行政法〕 

東日本大震災後の新たな展開 

• 緊急事態における柔軟な法解釈 
• 強制疎開法 避難所の強制確保 緊急車両優
先  

来るべき首都直下地震に向けての政策提言 

• 憲法の制限規範性に基づく義務づけの限界  
• 超法規的な措置の許容とその政治的正当化  

憲法上の財産権規制、生活再建支援の限界 

• 災対法の制定過程から見た構造的欠陥 
• 理念 災害予防 災害復興 巨大災害対応 
の欠如 

災害対策法制の構造的な見直しのあり方 

• 確率論による意思決定の限界と民主プロセス
による意思決定の正当化 

• 多種多様な手法を駆使した、地域社会の形成 

低頻度大規模災害に対する対応のあり方 
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帰宅困難者対策の実態把握（2011） 

東日本大震災の
対応をした方 

不安 苦労 

懸念 提言 

インタビューの実施 

東日本大震災における 
対応を担当職員からイン
タビューすることで、首都
直下地震に向けての課題
を抽出 

帰宅困難者 

実施 
2011.6.17 2011.11.24 東京都庁 
2011.7.7  千代田区 2011.7.8   豊島区 
2011.9.15 新宿区 
2012.1.19 港区 2012.1.20 中央区  

• モデル地区の創設 各区ごとの協議会
等の設置 

東日本大震災以前から行われている対策 

• 従来からの備蓄・準備の限界が露呈 

東日本大震災時における状況・対応 

• 民間施設の避難所指定の可能性 
• 民間事業者による備蓄物資の公的負担
の可能性 

• 企業への啓蒙・支援の促進 
• これらの法的手法による実現 

東日本大震災を踏まえた対応策の見直し 

２０１０．３．１１ 東日本大震災後の新たな展開 

首都直下の対応
をする方 
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今後の課題 
災害対策法制のあり
方に関する研究会  

東日本大震災におけ
る災害応急対策に関

する検討会  

首都直下地震帰宅困
難者等対策協議会  

政策過程 

プロジェクトに 
おける提言を 
反映させる 

ための 
アクション 
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